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1.はじめに ｢東京学芸大学 ･3市連携IT活用コンソーシアム｣を組

織 している｡ これまでこのコンソーシアムは3市の公

東京学芸大学では,近隣3市 (小金井市,小平市, 立学校 と協力 して様々な課題に取 り組んできた (ト5)｡

国分寺市)の教育委員会 と連携 して平成16年以降に 今年度,このコンソーシアムの枠組みを利用して ｢ICT

*東京学芸大学

**東京学芸大学附属世田谷小学校

***小金井市教育委員会

****小平市教育委員会

*****国分寺市教育委員会
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活用による小学校英語の授業力向上のための取組｣の

テーマで文部科学省の ｢教員の資質能力向上に係る

先導的取組支援事業｣に応募し,平成25年度1年間の

事業として受託した｡3市の協力小学校とも連携し東

京学芸大学 ･3市連携IT活用コンソーシアムが母体と

なって大学教員,指導主事,附属小学校教員,協力校

校長,小学校英語教育の質的向上を図る事業を行って

いる (1-5)｡本論文でこの事業の概要について報告する｡

2.事業の概要

(1)現状の調査 ･分析と情幸馴文集

本事業を推進する基盤となる情報を得るための以下

の3つの活動を行う｡

1.現場のニーズと現状を把握するため,大学近隣3市

の英語教育の実態調査,授業用教材 ･教具などの情

報収集を行う｡

2.教員養成段階の学生の意識を探り必要な支援を供給

するため,外国語活動 (英語教育)に関する意識調

査を行う｡

3.授業の実態や使用教材についての情報を収集するた

め,英語教育の先進的な取 り組みをしている公立小

学校を視察する｡

(2)教員養成課程学生の英語授業の体験

現在,東京学芸大学では,英語選修以外の初等教育

教貞養成課程の学生に対して,外国語活動についての

知識や指導法を扱った必修科目は設定されていない｡

教職に関する選択科目の中に ｢小学校外国語活動の指

導｣という科目を開講しているに過ぎない｡教育実習

においても指導体制が整っているか不安が感じられる｡

そのため,より厚い教員養成のために大学近隣3市

と連携して,教貞養成段階の学生に英語授業見学の機

会を提供し また,さらに深 く関わるため,英語授業

への計画的参画の機会を作る｡

(3)指導用教材の開発

言語によるコミュニケーションにおいて音声が果た

す役割は大きい｡年齢が低いほど音声の獲得はたやす

いが,このことは裏を返せば,身につけないほうがい

いような音声に触れることの弊害は,年齢が高い学習

者よりも年齢が低い学習者の方が大きいということで

ある｡ 小学校の外国語活動で多用されているチャンツ

の中には,英語の韻律とは著しくかけ離れたものがあ

り,教材としての質を吟味されることなく教室で再生

されている現状がある｡

そこで本事業では,将来の英語によりコミュニケー

ションに寄与する音声教材を作成することで,教師の

負担をなくし,児童に与えるインプットの質の向上を

囲っている｡

(4)小学校英語に関する指導力の育成

多くの小学校教員にとって,外国語活動の指導に携

わることは職業設計の中にはなかったことであり,と

まどいや不安,忌避したいという思いを持つのはしご

く当然のことであると考える｡小学校における外国語

活動が実施されろようになってからは文部科学省から

教材が配布され指導内容について指針が示され,また,

3回にわたって授業場面のDVDが配布されたことで,

指導法や実際の授業イメージを把撞できるようになっ

てきている｡

本事業の教貞研修においては,担任の先生方が自身

の特質を生かしながら負担なく授業の中で役割が果た

せるよう,具体的な事例を挙げながら解説し,特に英

語の面での小中連携にあたって留意するべき点を伝え

ている｡二つ目の言葉と出会う中で児童が見せる変容

柱立ち会い垣間見ることは,他教科や学校生活の中で

の変容と同様に,教師の人生を豊かにするものである｡

(5)小学校教員の英語授業支援のためのWebサイ ト

の開設

自身が小学校時代に受けたことがなく,教員養成段

階でも触れてこなかった英語 (外国語)を扱う授業の

困難さは,そのイメージがつかみづらいことが大きな

要因と考えられる｡

3市の小学校の協力を得て,研修や書籍だけではイ

メージがわかない実際の授業の様子を録画し,webサ

イトでいつでも参照できるようにする｡ 説明を聞いた

だけではわからない授業の運びや,活動の進め方,実

際の児童の様子を合わせて視聴すろことで,より具体

的に指導手順や教材 ･教具の使い方に習熟することが

できると考えられる｡

3.教員養成課程学生に対する意識調査の分析

本調査は本事業の一環として小学校教員養成課程に

在籍する4年生の学生に対 して,外国語活動に関する

知識や準備の状況,教育実習での外国語活動の体験に

ついて聞いたものである｡対象としたのは4年時の応

用実習を終えた学生で,調査は副免 (所属する選修以

外の免許)のための講習会で行われた｡このため学生

の所属や意識に若干の偏 りがある｡2013年7月に実施

し,216名の回答が得られた｡調査の際には障害児教

育課程の学生も回答したが,本集計では教育実習先を

小学校に限定するため回答から除いた｡
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｢小学校外国語活動 (英語)｣に関す る調査

2013年7月 実施

′｢小学校英語｣調査研究プロジェク ト

この調査は, ｢小学校外国語活動｣の授業のあり方について調査研究するために,教員養成課程

学生を対象に実施するものです｡調査研究の目的以外にデータを使うことはありませんので,でき

る限り正確に記入して下さい｡ご協力よろしくお願いします｡ (選択肢には○を付けて下さい｡)

在 籍 す る類 ･専 攻 (選 修 ) 類

Ql.応用実習 (協力校実習)に関 してお尋ね します｡

1

2
3

4

l

l
l

l

Ll
ii

rr■
Ll

実 習校 の 自治 体 (区市 町村 )

配 当学 年 : 年

外国語活動授業参観回数 : 回

外国語活動授業実施回数 : 回 (指導を受けた方 :

Q2.基礎実習 (附属学校実習)に関してお尋ね します｡

2-1実 習校 : ① 世田谷小学校 ②小金井小学校 ③大泉小学校 ④竹早小学校

2-2配 当学 年 : 年

213 外国語活動授業参観回数 : 回

2-4 外国語活動授業実施回数 : 回 (指導を受けた方 : )

Q3.｢小学校外国語活動｣に関して,正しいと思うものに○印を付 して下さい｡

3-1 ① 必修である ②必修ではない

3-2 ① 5･6年生に導入されている ②6年生にだけ導入されている

3-3 ① 週に 1時間である ②時間数は決められていない

3-4 ① 担任主導で指導する ②外国語指導助手 (AIJT)主導で指導する

3-5 ① 文部科学省から教材が無償配布される ②教材は各校で作成する

Q4.大学在学中での ｢小学校外国語活動｣ に関するあなたの経験や準備に関してお尋ね します｡

4-1 教育実習以外で,｢外国語活動｣の授業を参観 したことがありますか｡ ′①ある ②ない

4-2 テレビや新聞などで,｢外国語活動｣の授業の様子を見たことがありますか｡ ①ある ②ない

4-3 インターネットで ｢外国語活動｣の授業について調べたことがありますか｡ ①ある ②ない

4-4 授業科目 ｢小学校外国語活動の指導｣について,該当するものはどれですか｡

① すでに履修 した

② 現在履修 している

③ 履修はしない

(履修 しない理由 :

4-5 外国語活動の指導力を付けるために何か していますか｡

① 実行 している

(具 体 的 に :

② 特に何もしていない

(その理 由 :

Q5.｢小学校外国語活動｣について分からない点やご要望などを自由に書いて下さい｡

図 1 調査用紙
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3-1 項目別単純集計

調査 した小学校教員養成課程に属す学生の所属 した

専攻 ･選修は順不順で表1のとおりである｡｢学校教育｣

と ｢学校心理｣が少ないのは副免として中学校教職免

許取得を目指す学生に対する調査だったためである｡

表 1 在籍する類 ･専攻 (選修)類

国語 35

国際教育 . 2

日本語教育 p 5

英語 5

社会 31

学校教育 . 4

学校心理 2

数学 39

理科 32

情報 7

家庭科 4

音楽 14

保健体育 23

無回答 . 4

総計 216

Ql,応用実習 (協力校実習)に関して｡

Q1.-1 実習校の自治体 (区市町村)

近隣の市町村に満遍なく行っている｡｢東京都｣と

いう誤った回答も見受けられる｡

Ql∴2 配当学年

配当学年

ヨ1年

封2年

誠3年

漁4年

□5年

真東6年

図2 応用実習校での配当された学年

小学校における外国語活動が5,6年生を対象とし

ているため,どの程度の割合でその学年に配当される

かを調べる目的での調査である｡低学年と高学年の配

当は中学年に比べると少ないが4分の 1程度の学生は

5,6年生に配当される｡

Q1.-3 外国語活動授業参観回数 :回

譜0回

還1回

第2回

恕3回

□4回

責5回

■6回

I,,,蓑無回答

図3 応用実習時に外国語活動授業を参観 した回数

他学年に配当された学生も外国語活動を参観 してい

るが,それでも3割弱の実習生は外国語活動の授業を

全 く参観していない｡

Q1.-4 外国語活動授業実施回数

HO回

鞍1回

田2回

■3回 -

認無回答

図4 応用実習において外国語活動の授業を実施した回敬

表2実習校の自治体

i■■- 義 _･.ll.･.-l l振釈-榔 漢詩≡

!㌻≒;≡三._Iと ･三貨 塗 ･l古 鍾 ヰ

≡:≧≡≠辛 痩 痩 秦 義 P 義轍■■■一-
r=.1一

･二≡;≡-1 蘇 蘇 鳶

絹 蘇二≡.≡≡邦 ∴ヽ
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外国語活動の授業を一度でも実施した実習生は全体

の1割に届かない｡5,6年の学年に配当された学生で

あっても,その多くは外国語活動の授業実習をさせて

もらえないようである｡

Q2.基礎実習 (附属学校実習)に関して

Q2.-1実習校 :①世田谷小学校②小金井小学校③大泉

小学校④竹早小学校

基礎実習校

■世田谷小学校

E3小金井小学校

髭大泉小学校

-竹早小学校

図5 基礎実習として配属された附属小学校

4つの附属小学校にほぼ同程度に配属されている｡

Q2.-2 配当学年 :

配当学年

措1年

■2年

望3年

讃4年

田5年

Ⅶ6年

図6 基礎実習において配当された学年

であろう｡

1 珍屑札Lq軌

_I/ +''
･IRS惹きJ:i ).'...I+;

- +-賀さ杏三号二 耶ノー

i.: +

現+.たH′:○ま1ー完一g.~賀喜苦労,.

,...｡Sp>1~L<~̂ ∵ <て■γ.妻欝p1-蔓読岩音枯 野.G.+puや.i
器量君碁潔盈亭据榊琶霊夢喜

図7 基礎実習時に外国語活動授業を参観 した回数

図8 基礎実習時に外国語活動授業を実施 した回数

応用実習以上に外国語活動の授業を実施 しておら

ず,全体の1.5割程度であった｡

Q3.｢小学校外国語活動｣に関して,正 しいと思うも

のに○印｡

Q3.-1 ①必修である②必修ではない

応用実習よりも配当学年のばらつきは少ない｡5,

6年への配当はほぼ3分の1である｡

Q2.-3ノ外国語活動授業参観回数

外国語活動の授業参観数を全 くしなかった学生の数

は応用実習時より多いが,複数回参観した学生の数も

多い｡基礎実習においては1-4年の配当された学生

が5,6年に行われる外国語活動を参観する機会が少な

いことと,5,6年に配当された学生が多いということ

- 85 -
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9割以上の学生は外国語活動が必修であることを

知っている｡ 無回答も含め1割の学生は教育実習を体

験 しているにもかかわらず小学校で外国語活動が必修

で行われていることを知らないことになる｡

Q3.I-2 ①5･6年生に導入されている ②6年生にだ

け導入されている

5,6年生導入

図10 Q3.-2の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

これもQ.3-1と同様に9割を超える学生は知っている｡

Q3.-3 ①週に1時間である②時間数は決められていない

週 1時間

図11 Q3∴3の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

小学校外国語活動の詳細号関する設問である｡正答

率はQ3.-1,Q3∴2に比べると相当に下がったが,約3

分の2の学生は正確に ｢(∋過に1時間｣と回答 した｡

Q3.-4 ①担任主導で指導する ②外国語指導助手

(ALT)主導で指導する

担任主導

~.~二三~:･~二二三≡キ三二二二

図12 Q3.-4の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

不正解や無回答が3分の 1を超えている｡ また後述

するが,教育実習で外国語活動を授業参観した学生に

不正解が多い｡外国語指導助手 (ALT)の役割は公立

学校においては設置されている自治体によって異な

る｡ 外国語指導助手 (ALT)主導で授業を行っている

実習校の存在を感じさせる｡

Q3.-5 ①文部科学省から教材が無償配布される②教

材は各校で作成する

図13 Q3.-5の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

これも3-3,3-4と同様に不正解,無回答が3分の1

ある｡

Q4.大学在学中での ｢小学校外国語活動｣に関する

あなたの経験や準備に関して｡

Q4-1 教育実習以外で,｢外国語活動｣の授業を参観

したことがありますか｡①ある②ない

①ある,と答えた学生は1.5割で,教育実習以外での授業

参観の機会は少ない｡大学での授業で工夫すべきであろう｡
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授業参観

□1

聖2

■無回答

図14 Q4.-1の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

図15 Q4.-2の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

5割弱の学生が報道で外国語活動の授業の様子を見て

いる｡ 多くの学生が興味を持っていると思われる｡ し

かし,報道での取り上げ方がどのような内容あったか

は不明である｡

Q4.-3 インターネットで ｢外国語活動｣の授業につ

いて調べたことがありますか｡①ある②ない

インターネット

図16 Q3.-3の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合

■ー

ほぼ4分の1の学生が外国語活動について調べたこ

とがあると回答している｡ インターネット上のwebサ

イトの検索機能を通じて調べるということには慣れて

いるようであり,教員の授業に有用なホームページの

作成は有意義であろう｡

Q4.14/授業科針 ｢小学校外国語活動の指導｣につい

て,該当するものはどれですか｡

① すでに履修した,② 現在履修している,③ 履修は

しない

｢小学校外国語活動の指導｣

図17 Q4.-4の設問に対する回答の割合｡1,
2,3は各々①,②,③を選択した学生の割合

履修した,もしくは履修しているという回答が4分

の1である｡ 本学においては小学校での ｢外国語活動｣

のための必修授業科目はなく,選択科目になっている｡

本来は小学校教員養成課程の必修にすべき授業の履修

率としては不十分であろう｡

履修しない理由として書かれていた主なものは ｢知

らなかった｣,｢他の授業を取っていた｣｢必修でないか

ら｣｢忙しいから｣｢小学校外国語活動に否定的だから｣｡

いますから

実行

図18 Q4.-5の設問に対する回答の割合｡

1,2は各々①,②を選択した学生の割合
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①実行している (具体的に :)

② 特に何もしていない

実行しているという回答は1.5割にすぎなかった｡

(その理由 :)

肯定的な回答としては ｢英語にふれる機会を持つよう

にしている｣,｢映画,本,音楽を聴いている｣,｢外国

語活動を通したゲームなどをしている｣,｢TOEICを受

験｣等があった｡否定的な回答としては ｢他に優先す

べきものがある｣,｢教科ではない｣,｢ALTや専門の先

生に任せるべき｣,｢英語は勉強しているが指導力とは

無関係｣等があった｡

3-2 教育実習と知識や準備との関連性

ここで,応用実習における外国語活動の授業を実施

や参観と基礎実習における授業の実施と参観が独立の

事象とみなせるかどうかをクロス表を使って検証する｡

表3の横軸は応用実習での外国語活動の参加の仕方

を3通りに分けて左から基礎実習で外国語活動の授業

を実施した人の人数,基礎実習で外国語活動の授業を

参観だけして授業は実施しなかった人の人数,基礎実

習で外国語活動の授業参観もせず授業実施もしなかっ

た人の人数を表す｡縦軸は応用実習での外国語活動の

参加の仕方を3通りに分けて上から応用実習で外国語

活動の授業を実施した人の人数,応用実習で外国語活

動の授業を参観だけして授業は実施しなかった人の人

敬,応用実習で外国語活動の授業参観もせず授業実施

もしなかった人の人数を表す (無回答があるため,総

数はアンケー ト回答者より少ない)｡その交わった箇

所に書かれている人数は縦軸と横軸の想法に該当する

人数である｡ このクロス表をx2乗検定にかけるとp値

が10~6で有意である｡すなわち応用実習で外国語活動

の授業を実施した学生というのは基礎実習においても

実施している場合が多い｡その2つの実習の両方で授

業を行った7名の選修は保健体育,国際教育,理科2

名,英語3名と,英語選修の学生への偏重が見られた｡

このように小学校における外国語活動は実習の学生に

普遍的に行わせるものとは考えられておらず,専門性

も持った数少ない学生行わせるものと考えられている

ようである｡

表3 応用実習および基礎衰習での外国語活動体験のクロス表

基礎実習 基礎実習 基礎実習 計
PX 参観のみ 無体験

応界実習授業 7 9 2 18

応用実習参観のみ ､ 5 65 ･5-2 122

応用実習無体験 3 39 19 61

図19は回答者を ｢①応用実習もしくは基礎実習で外

国語活動の授業を実施した人｣,｢②応用実習もしくは

基礎実習で外国語活動の授業を参観だけして授業は実

施しなかった人｣,｢③応用実習でも基礎実習でも外国

語活動の授業参観もせず授業実施もしなかった人｣の

2種類に分類して,その各々の小学校外国語活動に対

する知識 (Q3.-1-Q3.-5)や準備 (Q4.-2,Q4.-3)に

ついてどのような傾向があるか調べたものである｡ 肯

定的な回答数で比較している｡概して①>②>@の関

係がある｡実習で授業を行ったり参観することで知識

を身に付け,準備も進められるということであろう｡

しかしながら,外国語活動が担任主導で行 うことに

なっているという知識に関しては①>③>②の関係に

なっている｡ すなわち,外国語活動の授業を参観 し

た学生程,ALT主導と思い込む傾向がある｡ 自治体に

よっては外国語活動の全ての時間をAulに頼っている

という実態がある｡

準備及び知識を有する割合

∈実習授業実施
巧実習参観のみ

野参観授業未体験

図19 実習体験毎の外国語活動の準備と知識を有する割合

4.まとめ

東京学芸大学 ･3市連携IT活用コシソ-シアムの枠

組みを利用し,文部科学省の ｢教員の資質能力向上に

係る先導的取組支援事業｣として行っている ｢ICT活

用による小学校英語の授業力向上のための取組｣につ

いて紹介した｡また,その事業の一環として,教員養

成段階の学生の意識を探 り必要な支援を供給するため

の外国語活動 (英語教育)に関する意識調査の分析を

行った｡その結果,教育実習で0)外国語活動の体験が

学生の外国語活動の知識獲得や準備に大きな影響を持

つことが示された｡

普段は外国語を使っていない担任が主導して行うこ

とになっセいる小学校における外国語活動だが,ALT
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やボランティアの役割や教材の問題など解決すべき課

題も数多く残されている｡L情報機器の活用が果たす役

割が多いと思われる｡
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